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坂戸、鶴ヶ島水道企業団告示第１８号 

 

 

水道事業アセットマネジメント計画等策定業務委託の受注候補者選定に係る公募型プロ

ポーザルを実施するので、次のとおり告示する。 

 

令和７年４月１１日 

 

             坂戸、鶴ヶ島水道企業団企業長 齊 藤 芳 久 

 

 

記 

 

１ 対象業務 

⑴ 業務名称 

水道事業アセットマネジメント計画等策定業務委託 

⑵ 業務内容 

 ア 水道事業アセットマネジメント計画の策定 
   計画期間 令和１０年度～令和４９年度（４０年間） 
   検討手法 ４Ｄ（更新需要：タイプ４、財政収支：タイプＤ） 
 イ 水道システム再構築及び更新計画の策定 
   計画期間 令和１０年度～令和４９年度（４０年間） 
 ウ 管路更新耐震化計画の策定 
   計画期間 令和１０年度～令和４９年度（４０年間） 
 エ 水道事業ビジョン（基本計画・経営戦略）の策定 
   計画期間 令和１０年度～令和２４年度（１５年間） 
 オ 中期経営計画の策定 

    計画期間 令和１０年度～令和１４年度（５年間） 
  ※ アからオまでの各計画は、すべて整合性を図るものとする。 

⑶ 履行場所 

坂戸、鶴ヶ島水道企業団 

⑷ 履行期間 

契約締結日から令和１０年３月２４日（金）まで 

⑸ 提案限度額 

１６９，６７８千円（税込） 

※ 発注者が保有するマッピングシステムのシェープデータ出力費用は含まない。 

⑹ 選考方法 

公募型プロポーザル 
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２ 参加資格要件 

⑴ この公募型プロポーザルの告示日において、次のアからウまでに定める要件をすべ

て満たす者であること。ただし、告示日から本業務の契約を締結するまでの期間に、

当該要件を欠くこととなる事実が発生した者は、この公募型プロポーザルに参加する

ことができない。 

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しな

い者であること。 

イ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなさ

れている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の

申立てがなされている者でないこと。ただし、これらの手続開始の決定を受けてい

る者を除く。 

ウ 坂戸、鶴ヶ島水道企業団の締結する契約に係る指名停止措置要綱（令和２年坂戸、

鶴ヶ島水道企業団要綱第４号）に基づく指名停止措置又は坂戸、鶴ヶ島水道企業団

の締結する契約からの暴力団排除措置要綱（平成２８年坂戸、鶴ヶ島水道企業団要

綱第３号）に基づく指名除外措置を受けていない者であること。 

⑵ 単体企業であること。 

⑶ 令和７・８年度坂戸、鶴ヶ島水道企業団指名競争入札等参加資格者名簿に上水道及

び工業用水道が登載されている者であること。 

⑷ 過去５年以内（令和２年度以降）に、元請として、給水人口１５万人以上の水道事

業者におけるアセットマネジメント計画（４Ｄ）、水道システム再構築及び更新計画、

管路更新耐震化計画、水道事業ビジョン、水道事業経営戦略（これらに類するものを

含む。）の全てにおいて、策定又は見直しに係る実績を有すること（水道用水供給事業

者における実績は除く。）。 

⑸ 配置を予定する現場責任者、管理技術者及び照査技術者に関し、次の要件を満たし

ていること。 

ア 現場責任者、管理技術者及び照査技術者は、本業務の受注者と直接的かつ恒常的

な雇用関係を有する者とする。 
イ 管理技術者は、技術士（総合技術監理部門（上水道及び工業用水道））の資格を有

する者とし、かつ過去５年以内に水道事業者における以下のすべての実績を有する

者とする（テクリス登録書により確認できること。）。 
ウ 照査技術者は、技術士（総合技術監理部門（上水道及び工業用水道））及び水道管

路施設管理技士１級の資格を有する者とし、かつ過去５年以内に水道事業者におけ

る以下のいずれか３つ以上の実績を有する者とする（テクリス登録書により確認で

きること。）。 
＜水道事業者の実績＞ 

・水道事業アセットマネジメント計画 
・水道システム再構築及び更新計画 
・管路更新耐震化計画 
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・水道事業ビジョン 
・水道事業経営戦略 
 ※ これらの計画に類するものは、実績として含めてよい。 

 

３ その他 

  詳細については、「水道事業アセットマネジメント計画等策定業務委託仕様書」、「水道

事業アセットマネジメント計画等策定業務委託公募型プロポーザル実施要領」等を参照

すること。 

 

４ 問合せ先 

  坂戸、鶴ヶ島水道企業団 財務課経営企画担当 

  電話番号 ０４９（２８３）２０８０ 


